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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、日露戦争後から 1920 年代までを対象に、海軍による広報活動の場として位置付けられ
た海軍記念日講話に焦点を当てて、軍による広報が民衆・社会との関係においてどのように構築され
たのかを歴史社会学的に分析する。この作業を通じて、戦前期の日本社会における軍隊と民衆・社会
との関係を、これまでとは異なった視点から考察することが目的である。 
本論文の構成は以下の通りである。 
 序章では、本論文の研究目的および「軍隊の社会史」の視点から、軍による世論形成のためのコミ
ュニケーション活動を論じる意義について論じる。 
第 1 部では、軍による世論形成のためのコミュニケーション活動を、「広報」概念から論じることの
意義および分析の手続きについて論じる。第 1章では、軍による世論形成のためのコミュニケーショ
ン活動を「広報」の枠組から分析する意義、および日露戦後から 1920年代までを対象とする意義に
ついて論じる。第 2章では、分析のモデル・対象・方法および本論文が用いる海軍記念日講話に関す
る資料の価値について論じる。 
 第 2部では、日露戦争後から第一次世界大戦前後までの時期に、海軍が記念日講話を広報活動の場
として位置付けていく過程を検討する。第 3章では、海軍記念日講話が開始された日露戦争後に焦点
をあて、実施にいたる経緯および特徴を明らかにする。第 4章では、量的データをもとに、記念日講
話の開始から第一次世界大戦期までの記念日講話の実態を検討する。第 5章では、海軍の広報の実態
およびそれに対する海軍側の認識の変化と、第一次世界大戦期の海軍と民衆・社会の関係性の変化と
の関連性について論じる。 
 第 3部では、軍縮期における海軍による広報の本格的整備の過程を検討する。第 6章では、軍縮条
約成立後の海軍の広報活動の位置付けを明らかにするため、軍縮を支持する世論の形成に影響を与え
た新聞の軍縮論について、地方紙を事例に分析を行う。第 7章では、広報の不十分さを自覚した海軍
がその本格的な整備を始める過程について論じる。第 8章では、軍縮条約の成立を契機とする、広報
活動に対する危機意識を各講話官の報告書から論じる。 
 終章では、本論文の研究上における貢献と今後の課題について論じる。 
 本論文は、戦前期における海軍の広報が、さまざまな社会状況や民衆の反応などによって、修正・
再構築を繰り返しながら、次第に整備されていった過程を明らかにした。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文の目的とは、「軍隊の社会史」の立場から、特に「海軍記念日講話」に焦点を当てて、軍に
よる世論形成のためのコミュニケーション活動を詳細に検討することである。「軍隊の社会史」とは、
軍隊と民衆・社会との関係性において、民衆の主体性を重視する視点に立つ。それ以前の研究視点の
多くは、軍制度や組織に関する研究が中心であり、民衆・社会はそれらに一方的に従属するものと位
置付けられがちであった。その背景には、「日本軍＝悪」として描く戦後の歴史認識の問題が関わっ
ている。また、軍隊のコミュニケーション活動についても、「宣伝」として一方的な従属関係から理
解されがちであった。本論文は、「宣伝＝悪」という固定図式からではなく、「広報」という枠組みを
採用し、軍隊のコミュニケーション活動を再考することによって、それらの活動が、さまざまな社会
状況や民衆の反応を受けとめ、修正・再構築を繰り返しながら、次第にそれとして整備されていった
様子を多角的に浮き彫りにしようとする、意欲的な試みである。 
 本論文の試みは、データ・アーカイブに残された「海軍記念日講話」についての膨大な量の資料を
充分に活かし、量的および質的データの分析作業を通じて「軍隊の社会史」の視角の有効性を示した
研究として高く評価できる。また、本論文の扱う時期は、日露戦争後から 1920 年代半ばまでであり、
「軍隊の社会史」研究において特に注目すべき時期にあたる。「海軍記念日講話」に特化して、その
資料を縦横に深く掘り下げた研究は、これまでに例を見ない。 
 論文の構成は、問題の所在と研究目的を論ずる序章、研究枠組みと方法を論ずる第１部（第１章、
第２章）、日露戦争後から第一次世界大戦前後までの時期を扱う第２部（第３章から第５章）、軍縮期
における海軍の広報活動の本格的整備の過程を検討する第３部（第６章から第８章）、結論と今後の
課題を示す終章からなる。この構成にも表れているように、本論文は、「海軍記念日講話」資料を縦
軸として、第２部／第３部と時期区分を切り分け、軍隊の思惑、講話官の報告書に記された参加聴衆
の反応、時代の変化、メディアの論調、世論形成など、「広報」という枠組みから見えてくる新しい
視角に基づき、さまざまな要素を勘案して、多角的に考察を試みている。また、先行研究の限界に対
して新たな視点を導入し、多くの未検討資料を用いて分析した点も特筆に値する。 
 今後の課題としては、終章において自覚的に論じられているように、海軍記念日講話と他のさまざ
まな広報活動との関係を立体的に位置づける議論、植民地を含む記念日講話の実施地域の特性に着目
した分析をさらに展開していくことであろう。論者の真摯な学究態度によって、さらなる資料の分析
を加え、海軍記念日講話について包括的に捉え、海軍の広報活動の全容を解明し、軍と民衆・社会と
の関係性を考察する研究へと展開していくことが、今後大いに期待される。 
 
 以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値すると認められる。 
 
